第４回差別解消部会における委員の意見等
１　ガイドラインで取り扱う「不当な差別的取扱い」「合理的配慮の不提供」について（資料１）
[事例の分類・整理について]
・　事例について、分野ごとに次のように細分類してはどうか。事例の整理もしやすいのではないかと考える。
　イ　法律、規則、制度に該当するものとして、府としてガイドラインで定める、または関係機関に改正、見直しをはたらきかけるもの
　ロ　業界や事業者の方針や設備に係るものの中で、府のガイドラインで、事業者・業界に対し、望ましい方向へ向かうよう、方針等の改善、見直しを促すもの

　ハ　従業員や職員への指導・教育に関するもので、府のガイドラインで、業界に対し、指導の徹底、強化を促すもの
２　「商品・サービス」分野における「不当な差別的取扱い」及び「合理的配慮の不提供」について（資料２）

　[不当な差別的取扱いとなりうる事例について]
・　参考資料３に挙がっている障がいを理由に医療保険に加入できないという事例はよく聞く話。加入できないことに正当な理由があるのかどうか、実際の保険加入条件等を調べることが、議論の参考になるのではないか。差別にあたりうる分かりやすい事例だけでなく、グレーなものについて詳しく調べることは、議論の参考になるのではないか。
・　どのようなことが差別的取扱いの正当な理由となるのか、ということから事例が整理されているように見える。

正当な理由の一般論化で、（例１）に障がい者が体調を崩した場合とあるがこれは障がいのない人も同じであり、（例２）の診断書の提出も障がい者にだけ求めることがよいのかどうか。

不当な差別的取扱いになり得る代表的な事例を引用しているが、これら以外にもたくさんの事例があると思う。いろいろな場面をカバー出来ていないのではないか。

　　第３回部会で紹介があった文科省の研究会によるインクルーシブ教育システムの推進に係る報告書では、学校の学習上の配慮として、視覚障がい者に対しての配慮や聴覚障がい者にとっての配慮などが整理されている。

不当な差別的取扱いについて、このようなサービスの分野だと、視覚障がい者にとってはどうか、聴覚障がい者にとってはどうか、こういう場合に拒否すれば差別になるなどの整理をしていかなければ、代表的な事例をもとに一般論化すると、抜けていることがたくさん出てくるのではないか心配。

他の都道府県で条例をつくるときは、具体的な場面で、例えば、このようなサービスのときは視覚障がい者にはこのような障壁があるので、こういうことをしてはいけないといった整理がされていたと思う。

→（部会長）

　　どのようなガイドラインをイメージするかだが、ガイドラインでは、個別ケースを判断する拠り所となる考え方を提示することが必要と考える。
これに加えて、それぞれの場面場面で、障がい種別ごとに、不当な差別的取扱いに当たる事例、当たらない事例を踏み込んで例示できるのか、技術的な検討が必要。

　　ただ、相談事業における‘グレー’と思われる案件の解釈事例を積み上げていくことで、より細かな個別事例にも適用できるガイドラインを作れると思う。当面は、大きな枠組みを作っていきたいと考えている。

・　視覚障がい者が観光船に乗れなかったとする事例（ｐ２　（１）（ウ））があるが、聴覚障がい者でも同じ事例がある。事故が起こったときに危険を伝えられないとの理由で乗るのを断られる。
　　この事例は、公共交通機関における事例としてもあてはまる。

[ガイドラインで取り扱う不当な差別的取扱いについて]

・　視覚障がい者がヘルパーと一緒に料理教室に参加することを拒否された事例（ｐ１　（１）（イ））を考えると、まず、事業者が、サービスの利用者として、健常者を中心に想定する場合、障がい者も想定する場合、障がい者のみを想定する場合がある。
　　障がい者としては、家で料理をするときにヘルパーはいないのだから、極力、ヘルパーなしに教室に参加したいはず。料理教室の場合は、参加者として「一人で出来る人」を対象とするのは間違っていないと思う。
ありとあらゆる場面で視覚障がい者が参加することを想定しなければならないというものではないと思う。
　　ただ、視覚障がい者がサービスを利用したいときに、利用できるような状況にあるのにそれを拒否することは問題。
　　正当な理由があるかどうかは、サービスの内容と、それを利用したい障がい者の技量、能力をあわせて考える必要があるので「ガイドライン」は、ある程度、弾力性のあるものにならざるを得ないと思う。
[正当な理由と考えられる一般論化の例について]

・　正当な理由と考えられる一般論化の例の「障がい者の生命又は身体の保護のため」（ｐ２　２　（例１））は、その具体的な定義が必要ではないか。
事業者には安全確保が厳しく求められているので、具体的な定義がないと、より慎重にならざるを得ない。差別する意識はないがサービスの利用を断ることもある。
・　「他の利用者に対するサービスの質が著しく損なわれる恐れ」（ｐ２　２　（例２））について、障がいのない人を対象の中心に考えたサービスと、障がい者も対象にしたサービスがあり、社会全体で後者を広めることが求められるが、まだ、事業者においてなかなか追いついていない状況の中では、難しい問題と考える。
　　例えば、レストラン等のドレスコードのように、障がいのある人もない人も、等しく求められるものでないと難しいと思う。
・　「施設の構造上やむを得ない」（ｐ２　２　（例３））については、安全面の確保が重要となってくる。障がい者に対し、安全を確保しながら障がいのない人と同じ質のサービスを提供できない場合には、事業者として現状ではお断りせざるを得ないこともある。

　障がいのない人の主観と障がい者の主観に違うところもあると思うので、同じレベルでどのようにしていけばいいかという視点も持って検討するとよいのではないか。ここをもう少し詰めないと具体性に欠け、サービス提供者の責任が不明瞭だと、事業者は守りに入ってしまう。
→（部会長）

　イ　安全確保を理由とする場合は、それが抽象的な危険がある場合なのか、差し迫った危険がある場合に限るのか、議論が必要。
　　ロ　レストラン等のドレスコードは障がいを理由としたものではないが、等しく求めることにおいて、合理的配慮として調整、修正が必要かどうかが議論となってくる。
　　ハ　障がいのない人と同じ質のサービスを提供できないからという理由は、施設の構造上の問題とは別に、その他正当な理由になりうるのかどうかが問題となってくるのではないか。
・　他の客の利用が減る、売上が減るということが正当な理由となるかどうかについてだが、例えば、料理教室で５～６人がグル―プになって共同で作業する場合は、他のお客から苦情があるかもしれないなどサービスの内容によって変わってくる。他のお客の方々の理解が重要となり、それを求める努力はするが、難しいところ。
[合理的配慮の不提供となりうる事例について]

・　「合理的配慮の不提供となりうる事例」（ｐ４　２　（ア）～（オ））について、（ア）は、サービス利用の拒否に近いと感じる。
　　（イ）以降をすべて「合理的配慮の不提供」といわれると厳しい。（イ）は車いすの人が２階の店に入れないという事例だが、エレベーターの設置には高額な費用がかかるので、他の代替手段があるかということになる。その代替手段が安全が確保できるものであればよいが、車いすごと階段を上げる行為が危険を伴うかどうか判断が難しいところ。過去に上げたときに危険があったので、事業者としてやめようと考えたかもしれない。

　　（ウ）だが、広い店内で、アナウンスに代わる、すべてのお客に情報を伝える手段は難しいと思う。電光掲示盤を設置するとしても、広い店内のすべてのお客に見えるようにするのは困難。

　　（エ）は手話通訳者が必要との事例だが、筆談で何とかご理解いただけないかというのが事業者の本音と思う。
　　（オ）は、代替的手段を提供しているので、ご理解いただけたらと思う。
　　どの方がどういう障がいを持っているかわからないという状況の中で、すべての方々に不自由なくサービスを提供することは難しいと感じている。
・　「合理的配慮」とは、障がいがあることによって被っている不利益を補うかたちで提供する配慮、手段のこと。

（ア）の場合だと、聴覚障がい者は電話が出来ないから、メールやファックスを使うことが合理的配慮。ここではそれを認めないので、合理的配慮の不提供となる。

（イ）は、階段を上れない車いすの人のために、エレベーターなどをつけないことが合理的配慮の不提供になりうるし、車いすのまま上げることは合理的配慮になりうる。ただ、エレベーターの設置には費用もかかり、過度な負担が問題となってくる。

（ウ）は、アナウンスが聞こえない聴覚障がい者のために、例えば、プラカードを持って歩くなど、情報を見えるようにすることが合理的配慮となる。

（エ）では手話通訳者を用意することが合理的配慮となる。筆談ができない聴覚障がい者もいる。

（オ）は少し難しいが、モデルルームが車いすにより傷つく恐れがあるなら、敷物を敷くなどが合理的配慮になりうる。

ただ、いずれも「合理的配慮の不提供」として差別に当たるかどうかは、提供しないことが過度な負担かどうかによって変わってくる。

また、例えば聴覚障がい者でも手話がいい人、筆談がいい人、要約筆記がいい人、それぞれ違うように、合理的配慮は、障がい者からの求めに応じて提供することになる。

[ガイドラインで取り扱う合理的配慮の不提供について]

・　「合理的配慮の不提供」に関しては、合理的配慮として望ましい事例を紹介していくことに反対はないが、ここに列挙されている内容には事業者にとってハードルの高いものも含まれていると感じる。事業者としてすべて網羅することを求められると厳しい。

　　資料１のガイドラインの機能をどう捉えるかとも関係するが、広く啓発する機能なら、望ましい事例を伝えることは重要となる。一方、すべての事業者にここまでの取組みを求めるといった規範性を持たされると、対応できない事業者は多いと思われる。

・　（ア）から（オ）の下に、３点示されているが、もう少し噛み砕いた表現であれば、規範性を持たせたガイドラインであっても位置づけられるのではないか。
望ましいというレベルではなく、費用負担が過大でなければこういうことはしなくてはいけないということが明示されてもよいと思う。
・　インターネットを利用した買い物が普及しているが、視覚障がい者の利用を前提としていないから、利用には難しいところがある。スマートホンにしてもそう。システムを構築していく段階から、障がい者の利用を前提のもとで、構築していけばよいのではないか。障がい者の利用を前提とせずにシステムを構築すると、後からの変更は非常に困難となり、合理的配慮も難しくなる。
システム構築や事業を計画していく段階から障がい者の利用を前提とするようなことも含めたガイドラインにしてほしい。
３　「福祉サービス」分野における「不当な差別的取扱い」及び「合理的配慮の不提供」について
（資料３）
[委員から提示された事例]

・　障がい者施設を利用する重度の知的障がい者Aが、送迎用バスを降りて自宅へ帰る途中、他の者を突き飛ばして死亡させ、裁判になって施設が賠償金を支払ったという事例がある。
　　裁判の過程においては、「Aがパニック症状を呈することを知って入所させた施設の責任がある」「パニック症状を呈したときは自宅まで送迎するなどの措置を取っていたところ、その日も予見できたのではないか」など、施設に責任があるとの主張がなされた。

施設利用を拒否せざるを得ない正当な理由のある例ともなりうるが、知的障がい者の特性を考えたとき、どうか。
　[不当な差別的取扱いとなりうる事例について]
・　障がいを理由とした福祉サービスの提供の制限又は条件を付けることの事例として「電動車椅子は危ないと言われた」（ｐ２（２）（イ））が挙げられているが、本人の運転能力にもよるものの、電動車いすは他の入所者へ危険を及ぼす場合がある。障がい者施設では、利用者の多くが身体的に弱く、判断能力や機敏性からの側面からも危険回避が出来にくい。ハード面などの条件にもよるが、電動車いすから手動の車いすにしてもらう事もある。
[正当な理由と考えられる一般論化の例について]

・　障がい福祉施設であればサービス提供の拒否はあまりないだろうが、保育所等では、危ないから、責任が持てないからという理由で障がい者への利用拒否が出てくるかもしれない。

障がいのあるなしに関わらず、福祉サービスの場合、サービス事業者にはリスクに対応する専門性が求められ、それにふさわしい事業費が支払われているので、線引きは難しいものの、抽象的に事故が心配だから、危険があるからということだけで利用を拒否することは適当ではないのでは。

　　商品・サービスの分野の安全確保と福祉サービスの安全確保は、スタンダードが違ってくるのではないかと感じた。

・　正当な理由と考えられる一般論化の（例２）、法令その他で特別の定めがある場合とは、障害者総合支援法で定められている最低基準や運営基準の違反になるようなことを指しているのか。

→　（事務局）
　　障がい福祉サービスを提供するにあたっては、国から基準が示されており、障がいの特性に応じて適切なサービスを提供する、重要事項について丁寧に説明するとか、適切なサービス提供ができるよう必要な人員や設備を講じておかなければならないことが規定されており、これに照らして、サービス提供にあたっての配慮が必要となってくる。

事業者が、適切なサービスの提供が出来ていないとなれば、障害者総合支援法に則って、適切な指導、監督を行う仕組みとなっている。

[合理的配慮の不提供となりうる事例について]
・　「合理的配慮の不提供」となりうる事例はなかったとのことだが、参考資料３中、役所の窓口での聞き取り調査で心を傷つけられたという事例（ｐ５（３９番））では、個室ですべき聞き取りをオープンな場所で行っており、これは合理的配慮の不提供になりうるのではないか。
　　

・　福祉サービスにおける配慮は、行政側の指導が入るべき事例が多いと思う。

　　知的障がい者も、重度の人、軽度の人もいれば、その人の個別性もあるので、ガイドラインにおいてどのように表せばよいかが課題。心を痛めているのは、社会経験はあるのに、年齢相応の対応をしてもらえないこと。
・　事例募集では「合理的配慮の不提供」を記入してほしいというものではなかったので、これら事例が合理的配慮の不提供には当たらないとしても、こういうことがあるんだということは知ってほしい。
　→（部会長）

　　「合理的配慮の不提供」には当たらないとしても、あってはならない不適切な対応であることは間違いない。

　　一般的な「配慮」という言葉は、相手を思いやったり気遣うことだが、障害者権利条約で定める「合理的配慮」の配慮は、‘調整、修正、代替措置を講ずる’といった意味であることから、ここではその考え方に基づき、障がい者に不利益が生じないように、どう調整、修正していくのか、また、その内容が十分かどうかを議論していきたい。

・　障がい種別によってそれぞれ異なるので、それぞれの立場から、合理的配慮に該当するものもあれば、しないものもある。
　　参考資料３中　（ｐ２(16番)）　「税金で払っているのだからヘルパーを2人も」という表現はいかがなものか、障がい者に対して失礼ではないかと思う。この文章だけではわからないところがあるが。
　→（部会長）
　　行政の窓口における障がい者や家族に対する説明の仕方ということも、この障害者差別解消法の制定をきっかけにあらためて考えることが必要かもしれない。事例を活用した意識改革をしていく必要がありそう。

資料１
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